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研究成果の概要（和文）：インドの新国家教育政策（2020年）では、高等教育の国際化が主要な政策の一つに位
置付けられ、国際水準のカリキュラムの整備、留学生への支援強化等による内なる国際化が目指されている。各
高等教育機関では、財政、管理運営、人的資源、言語、教授法、カリキュラム面での課題が国際化の障壁となっ
ている例も認められる一方、英語圏の先進国のみならず、非英語圏やグローバルサウス諸国の大学との連携を積
極的に進める例も確認された。また南アジア地域が、「西側諸国に対して追従・適応」するのではなく、地域一
体あるいは地域を越えた対話と連携を通じて、教育の国際化を実現するための国際的なプラットフォーム形成に
取り組む例もあった。

研究成果の概要（英文）：India's New National Education Policy (2020) identifies the 
internationalization of higher education (IHE) as one of its major policies and confirms that the 
country aims for internationalization at home by developing curricula of international standards, 
and strengthening support for international students. Within the institution, some showed that 
financial, administrative, human resource, language, pedagogy and curriculum issues are barrier 
factors for Internationalization. However, some institutions showed proactive collaboration not only
 with universities in  English-speaking developed countries but also with those in 
non-English-speaking/ the Global South countries. The　study also found an example which forms an 
international platform where the South Asian region can achieve internationalization of education, 
not by "following and adapting to the West," but through dialogue and collaboration in the region as
 a whole or across regions.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
インドは頭脳環流、文化外交、南南協力政策の一環として、留学のための奨学金支給等に取り組み、毎年約3万
人の留学生をアジア・アフリカ・中東等の国々から受け入れてきた。しかし、インドの高等教育の国際化に関し
ては、英語圏を中心とする先進諸国への送り出しが注目され、国内の国際化の実態は明らかにされてこなかっ
た。インドの高等教育の国際化と質保証の現状と課題を、国際化を進める先駆的な事例の分析を通じて解明する
本研究は、環インド洋地域の高等教育の国際化と同地域の国々の経済交流や政治関係の実態理解に役立つととも
に、先進国を中心に展開する高等教育の国際化の議論に新たな知見を提供することが期待される。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



 

 

様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 

１．研究開始当初の背景 

（１）経済成長にともなう高等教育への需要の高まりを背景に、インドの高等教育システム
は急速に拡大しており、その規模は今や中国、アメリカに次ぐ世界最大規模となっている。
インドは中国に次ぐ世界第 2 位の留学生送り出し大国でもあり、2024 年には、世界の留
学生の 35%が中国とインドからの留学生になると予測されている。インドの高等教育就学
人口とインド人留学生数の増加が国際社会に与えるインパクトは、今後より一層大きくな
るになることが想定される。しかし、インドの高等教育システムの実態については、2000 年
代に入るまでほとんど明らかにされてこなかった。 
 
（２）インドは、頭脳環流、文化外交、南南協力政策の一環として、留学のための奨学金支
給や外国在住者のための特別入学枠の設置等に取り組み、毎年約 3 万人近くの留学生をア
ジア・アフリカ・中東等の国々から受け入れてきた。また高等教育の質の向上を図るべく、
外国からの教員移動を促す制度構築にも取り組んできた。しかし、インドにおける高等教育
の国際化については、英語圏を中心とする先進諸国への送り出しが注目され、国内の国際化
の実態については、ほとんど注目されてこなかった。 
 
（３）インドでは教育への需要の高まりと、「公平性」を重視する弱者層対象の積極的差別
是正措置の導入によって、大学受験の競争が激化しており、国内の国立大学傘下の優良カレ
ッジへの入学は極めて困難となっている。こうした中、経済力はありながら激戦を勝ち抜く
ことが難しい中間層のニーズに応えるように、インドでは私立の高等教育機関が 1990 年代
以降、急増してきた。これらの私立大学は高等教育の国際化においても、一定の役割を期待
されている。 
 

２．研究の目的 

本 研 究 の 目 的 は 、イ ン ド の 高 等教 育 の 国 際化 の 中 で も 、「 内な る 国 際 化
（Internationalization at home）」に着目し、（１）インドにおける外国からの学生・教員
の受け入れの動向把握、（２）各高等教育機関における外国からの学生・教員の受け入れ状
況、（３）インドの高等教育（の国際化）に対する学生による評価の分析を通じて、インド
の高等教育の国際化と質保証の現状と課題を解明することにある。なお「国際化」について
は、「外国からの学生・教員の受け入れ」を中心的に扱うことを想定していたが、高等教育
における内なる国際化と質保証の問題は、「プログラムの国際化」が大きく関わっているた
め、外国大学との教育連携や国際的プログラムの実態についても、本研究の調査対象とした。 
  

３．研究の方法 

（１）インドの高等教育の国際化と質保証に関する政策、統計データ、関連文献を収集し、
分析を進めた。またアメリカの比較国際教育学会やインドの大学が主催するシンポジウム
等に参加し、インドの高等教育の国際化に関する最新の動向や関連文献等について参加者
と情報交換を行った。 
 
（２）国際化に積極的な大学（政府系大学、私立大学）の取り組み（外国からの学生・教

員の受け入れや 質保証への対応状況、外国大学との連携プログラムの概要）や課題につい
て、ケーススタディーを行った。二次資料では明らかにできなかった点については、専門家
や各大学の国際化事業担当者にオンライン/対面でのインタビュー調査を行い詳細を確認し
た。平成 28 年度は、マハーラーシュトラ州の私立大学、州立大学を訪問し、各大学の国際
化事業担当者にインタビューを実施した（2016 年 8 月 5 日～8 月 19 日）。 

 

（３）学生などへの調査 
新型コロナウィルスの感染拡大により現地調査が困難となったため、留学生に関する情報

（留学生の出身国、インドで学ぶ動機、調査対象校の教育の国際化・質保証の取り組みに対
する評価等）は、Symbiosis 大学（国際化に積極的な私立大学のひとつ）が同大学への留学
生に行ったインタビュー記録をまとめた“New Faces and New Friends”(Mujumdar, S.B. 
and Yeravdekar, V. 2014)や先行文献を手掛かりに整理した。また少ない事例ではあるが、
外国人教員及び調査対象校の学術交流協定校の国際化事業担当者に対して、対面・オンライ
ンで調査を行った。 
 

４．研究成果 
（１）国際化政策 
インドの新国家教育政策（2020 年）の分析を行い、高等教育の国際化がインドの教育政策

の主要な政策の一つに位置付けられていることを確認した。新国家教育政策では、インドの



 

 

卓越大学（Institutes of Eminence）の海外キャンパス設置の推進に加えて、インド国内で
の外国大学（世界大学ランキングで上位 100 位以内に位置づく大学）の活動展開を認める法
的枠組みの策定、外国大学での取得単位の認定、国際水準のカリキュラム整備や留学生への
支援強化等による「内なる国際化（internationalization at home）」に取り組む方針が示
されていることを確認した（GoI, MHRD 2020）。 
またインドでは学位授与権が国内の大学にのみ認められていたが、2022 年 5 月に大学補助

金委員会が発表した「インドと外国の高等教育機関間の学術協力によるツイニング、ジョイ
ントディグリー、デュアルディグリープログラムの提供に関する規則」によって、インドの
大学と外国大学の双方が学位を授与する「デュアルディグリー」プログラムの提供が認めら
れるようになった。 
 

(２)質保証について 

教育のグローバル化が進み、世界中の高等教育機関の間で競争と協力が進展する中、国際

的な大学ランキングは、各国の高等教育機関が「世界水準」の地位を獲得・維持する上で重

要な指標となっている。教育の「国際化」においても、世界大学ランキングは、世界水準の

質保証の一指標として重要な役割を果たしており、インドにおいては、QS 世界大学ランキ

ングで上位に入る国内大学と外国大学に限定して、双方による学位授与（デュアルディグリ

ー）プログラムの提供を認めている。 

 

（３）留学生の受け入れ 

インドの留学生の受入人数は、2000-01 年度時点で 10,152 名であったが、2010-11 年度に

は 32,974 人、2020-21 年度には 43,796 人になり増加傾向にある。留学生の出身国上位 10

カ国は、2020-21 年度時点で、ネパール（28.25%）、アフガニスタン（8.4%）、バングラデシ

ュ（5.7%）、アメリカ（5.1%）、UAE（4.8%）、ブータン（3.8%）、スーダン（3.3%）、ナイジェ

リア（2.9%）、タンザニア（2.7%）、イエメン（2.3%）、（All India Survey on Higher Education 

2020-21）となっている。このうちアメリカ、UAE については、インド系ディアスポラの学

生であると考えられる。 

課程別でみると、学部課程の在籍比率が最も高く(75.9%)、大学院課程(16.2%)、その他 

（7.9%)がこれに続く。また専攻分野では、技術分野が最も多く（38.5%）、理学（11.8%）、

経営学（11.4%）、商学(8.9%)、工学(8.7%)と専門系の学部が続く。男女比については、男子

学生が全体の約 3 分の 2 を占めるのに対して、女子学生は全体の 3 分の 1 に留まる。イン

ドの治安や送り出し国側のジェンダー観等が影響していると考えられる。 

 

（４）教員の受け入れ 

総じて、インドの高等教育機関における外国人教員の雇用や長期滞在は極めて限定的であ

る。しかし、2015 年にインド人的資源開発省（現在の教育省）が開始したアカデミックな

ネットワークのためのグローバルイニシアチブ（GIAN）は、外国大学の優れた教員をインド

国内の高等教育機関に短期間招聘し、最先端の学問分野の知識や教授法を共有することで、

インドの学術資源の増強と教育の質向上を加速させることを狙いとする画期的なプログラ

ムである。広義の効果として、国際的な共同研究、大学間交流、インド国内の留学生の増加、

外国大学の教員のインド理解の促進が期待されている。2023 年現在までにインドの 203 大

学で 2,163 のコースが提供されており、人文学・リベラルアーツ、社会科学等の文系分野の

教員の受け入れも進められている。アメリカ(825 件)、イギリス（184 件）、オーストラリア

（127 件）、カナダ（117 件）などの英語圏の先進国の大学に所属する教員が多いものの、ド

イツ（114 件）、フランス（70 件）、イタリア（69 件）、日本（58 件）、シンガポール（51 件）、

ネザーランド（24 件）、南アフリカ（22 件）、韓国（19 件）、マレーシア（10 件）などの教

員も参加している（https://gian.iitkgp.ac.in/）。 

 

（５）高等教育機関の組織的取り組み 

インドでは先進諸国の大学と研究協力を展開してきた歴史がある一方、国内の高等教育機
関は質の面で多くの課題を抱えており、このことが教育の国際化の障壁となってきた側面
もある。先行研究では、インドの高等教育の国際化の様々な障壁を指摘するものもある一方
で（Quamar, F. and Bhalla, V. 2017）、外国大学との学術交流協定の締結、国際化を担う
部署の設置などの進展の実態も確認されている（Khare 2021 ほか）。この点を踏まえて、本
研究では、国際化に積極的な政府系および私立の高等教育機関（国際的な大学ランキングで



 

 

上位の機関、外国からの学生の受入れ数が多い機関、外国の高等教育機関との教育連携プロ
グラム数が多い機関）に注目し、その組織的取り組みに関するケーススタディーを行った。
今日インドで取り組まれている高等教育の国際化の先駆的実践や課題は、その他の高等教
育機関の教育の国際化及び質保証の実践において参考になると考えられる。 
分析の結果、全体として、英語圏の先進国の大学（イギリス、アメリカ、カナダ、オース

トラリア等）との教育連携が多くみられる一方、ヨーロッパの非英語圏の国々やアジア・ア
フリカ・中東地域の大学との連携の実態も確認された。学術交流協定校の中には、インドの
大学との提携を大学の国際化戦略に位置付け、インド側の大学と双方でセンターを設置す
る大学も認められた。 
政府系大学（とりわけ州立大学）においては、財政的制約、言語の問題（大学での使用言

語＝各州の公用語＞英語）、大学の管理運営能力（附属カレッジの増加による大学側の負担
増加等）、国際的・学際的なカリキュラムの不足等が相まって、国際化への対応が困難な傾
向にあることを確認した。一方、本研究で分析対象とした私立大学は、授業料等によって財
源を確保し、外国大学との教育連携（デュアルディグリープログラム、ツイニングプログラ
ム、サマープログラム、交換留学プログラム等）、外国大学の学位取得教員の雇用等によっ
て、高等教育の国際化とその質保証に取り組んでいることが明らかとなった。 
私立大学の中には、インド大学協会との共催で、国内外の政府・大学・研究機関等の関係

者を招聘し、「高等教育の国際化」に関わる国際シンポジウムを定期開催している大学もあ
る。このシンポジウムは、南アジア地域が「西側諸国への追従・適応」を前提とするのでは
なく、地域一体あるいは地域を越えて連携していくための国際化のあり方を検討するプラ
ットフォームとなっている。そこでは、「カリキュラムの脱植民地化」等をテーマとするグ
ローバルサウス諸国に関わる議論や、南アジア諸国を含む世界各国の大学間の国際化対応
に関する情報共有がなされている（本成果については、アメリカの比較教育学会 2023 年度
年 次 大 会 の パ ネ ル “ Internationalization and higher education: adopting global 
perspectives” にて発表した（2023 年 3 月）。このほかにも、私立大学は、インド政府から
「インド理解のための教育プログラム」モデルとして認知されている “Study India 
Program”（インドの社会文化の理解を促す経験学習を取り入れた外国人学生向けの短期研
修）の開発・普及に取り組むなど、インドの高等教育の国際化の促進に貢献していることを
確認した。 
 

 
（６）インドの高等教育（の国際化）に対する学生の評価 
本研究では、学位取得目的でインドに留学する外国人留学生のインド留学の動機や評価に

関する見解を先行研究の分析を踏まえて整理した。その結果、留学生のインド留学の動機は
多様であり、「先進国と比較して低コストで質の高い英語での教育を受けられる」
（Yeravdekar & Tiwari 2014）という点以外に、「家族内にインドでのビジネス・教育経験
者がいる」（韓国等）、「インド政府からの奨学金支給がある」（アフリカ地域）等の点が確認
された（Mujumdar, S.B. and Yeravdekar, V. 2014）。 
留学体験に対する評価は、留学生自身の留学前からのインド社会に関する理解度や留学中

の適応度によって差が認められた。親の仕事の関係でインドでの滞在経験やインドに関す
る予備知識があり、とりわけ、現地の言語を修得した留学生や、インド文化への関心と理解
がある留学生は、総じてインドでの大学経験を有意義なものと評価していた。一方、インド
留学中に感じた課題認識として、「教務関係の諸手続きの煩雑さや対応の遅さ」など大学行
政の官僚的体質や、「教育内容、教授言語、教授法の面での問題」、「留学生支援（オリエン
テーション等）の不足」「インド人学生との交流を促す教育プログラムの不足」「地域コミュ
ニティやインド人学生からの差別的態度・発言」などが認められた（Belousova 2018, 
Mujumdar, S.B. and Yeravdekar, V. 2014 ほか）。  
なお、国際研修という形でのインドでの短期留学については、欧米諸国、アジア（東アジ

ア・東南アジア）諸国からの留学生の参加が認められた。短期の国際研修の目的としては、
インドの文化的多様性に対する理解、IT、経営、東洋医学、映像制作などのインドの強みと
なる専門分野の理解促進などが確認された。一方、インドから外国の大学等への国際研修は、
学位取得のために長期に外国大学に留学することが困難なインド人学生が、外国や異文化
に対するエクスポージャーを得る機会となっており、「就職に有利である」という理由で評
価されていること、ただし、経済的理由により、参加者は経済的に余裕のある層に限定され
ることを確認した。 
 
以上を踏まえて、インドの高等教育の国際化の進展は、全体としては緩慢であるものの積極
的な高等教育機関によって着実に進められていること、またそれらの機関では、植民地時代
の遺産である「英語」を活用して、先進国の英語圏のみならず、非英語圏やグローバルサウ
ス諸国とも、教育連携のパートナーとして、高等教育の国際化に取り組んでいることを確認
した。 
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